













ている｡ また, 国, 都道府県, 市町村のそれぞれの役割と権限が個別の法
律によって配分されている分野もある (曽我, 2019, 6 頁・7 頁)｡ 歳出
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しかしながら, 占領改革終了後の ｢逆コース期｣ に警察は再び集権化さ
れ, 新警察法 (1954年法律第162号) の施行によって国家警察的な色彩の
強い都道府県警察に移行した｡ 他方で, 消防は逆コース期においても大き
く集権化されることなく, 市町村の責任において市町村がすべての実務を
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(３) 2017年４月１日現在, 全国に732消防本部, 1,718消防署, 3,111出張

















































をとりあげる｡ 第１回国会では, 旧警察法案, 消防組織法案, 消防法案の
３つの法案が提出されたが, そのうち旧警察法 (1947年法律第196号) と









れたが, その動きを消防関係者が阻止する過程をとりあげる｡ 次に, 市町
村消防に対する国と都道府県の権限強化を目的とした消防組織法の一部改
正法案が国会に提出されたが, 衆議院地方行政委員会が改正法案の一部を






























































年４月10日 (明治２年２月29日) に東京府は消防方を設置し, 常務局消
防掛に改組したあと1871年３月25日 (明治４年２月５日) に消防局を設
置した｡ その後, 同年７月17日 (明治４年５月30日) に消防局を廃止し,
府兵局に統合した｡ 1872年10月10日 (明治５年９月８) に再び消防掛を
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(５) 日本では, 明治５年12月２日 (1872年12月31日) まで旧暦を用いてい
たことから, 明治５年12月３日が1873年１月１日 (明治６年１月１日) と















る官設消防制度が創設されたのである (東京府消防協会, 1934, 100頁)｡
しかしながら, 全国的にはほとんどが自治的な私設消防組であったこと
から, 政府は全国の消防体制の強化を図るため, 1894年２月に消防組規
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30日, 1972年10月10日は明治５年９月８日として表記している｡ (東京都







し消防のあり方を理論的, 技術的, かつ, 科学的に教示しながら消防の制
度設計を指導した人物である｡
エンゼルは５年余り滞在して1951年６月に帰国しているが, それまで
の間に ｢FIRE SERVICE IN JAPAN｣ を執筆しており, この論考は翻訳さ








れた存在であった (エンゼル, 1950, 予言１頁・予言２頁)｡
エンゼルによれば, 終戦直後は東京, 横浜, 名古屋, 京都, 大阪, 神戸
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した事例がある｡ このことから, 魚谷 (1965) は内務省の消防に関する知
識や関心は常に薄い状況にあったのではないと指摘している｡ そのうえで,
終戦直後における人員整理の厳しさによって前回のような特例が認められ
なかったのではないかという見方を示している (魚谷, 1965, 320頁)｡
(８) エンゼルは, 内務省の支配下にある警察官が消防部に転任することを
う観点から実施されており, 発生した火災を消火することが主な任務であっ
た｡ したがって, 積極的な火災予防, 高度な消火技術の習得, 消防水利施
設の充実等は先送りされる状況が続いたことから, 終戦当時の日本の消防






































ている (エンゼル, 1950, 10頁・11頁)｡
うに示している｡ １つの自治体において有給消防職員を完備すべきか, 無

















は消防団員で差支えないとしている｡ また, 村落においては, 有給消防職
員を常時勤務させることは不経済であることから, 全面的に消防団に依頼





消防のあり方であると主張している (エンゼル, 1950, 9 頁－10頁)｡
論
説
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これに加えて, 火災予防に従事する者は, 科学, 電気学, 法律学等の
｢万能の知識｣ を有するとともに, 放火等の犯罪に関する捜査については,
現場検証, 火災原因の調査, 死体の検案, 解剖の請求等の権限 (以下 ｢捜
査権｣) を行使するために必要な捜査能力が要求され, かつ, 一般住民と
も良好なコミュニケーションがとれる能力が必要になるのである (全国都

















































これらの報告書は, 公衆衛生, 消防, 福祉等の非警察的業務を警察から分











示している｡ また, 国家に留保すべき警察事務を具体的に列挙し, 首都に
は国家の警察機関である中央警察庁直轄の警視庁を設置するよう求めてい








ともに, 必要がある場合は警察署長の要請に応じ防犯, 交通整理, 警備等
について警察を援助することになっており, 警察と消防は完全に切れてい
なかったのである｡






























田, 2003, 63頁)｡ この論点の背景には, 前者を支持する民政局 (ＧＳ)
と後者を支持する参謀２部 (Ｇ－2) との対立も存在していた｡






略), ただ今法律立案中でございます｡｣ と説明している (衆議院, 1947a,
29頁)｡
萩田の説明を整理すると, 内務省を解体して新たに地方自治委員会, 公
安庁, 建設院の３つの機関を設けることを検討していた｡ このうち, 公安
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さらに, このような事態を招いたことに対し, 政府の火災予防に対する
熱意と準備は不十分であると指摘し, 今後の消防対策として, 都市計画上




ではなく ｢局｣ を新設することを提案し, 衆議院・地方制度委員会として
正式に要望したいと賛同を求めた｡ その結果, この動議は満場一致で採択
され, 政府に対し消防局を設置して積極的に消防行政を推進することを要
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れ以外の地域は国家地方警察が管轄するという, 市町村警察と国家地方警















出され, 同日に議決された｡ これは, エンゼルが調査した同年１月から８
月までの国内における火災や水害の被害額が驚異的な額に達していたこと
を受け, 中垣委員が ｢本委員会が治安の見地から, また国民に対する責任
上消防法を制定し, 水火災の損害から国民を免れしめなければいけない｡
(中略), 本委員会は消防法の起草のために小委員会を設けられたい｣ と強
く要望したためである (衆議院, 1947b, 134頁)｡
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消防作用の実体的規定だけをおり込んだ｣ 消防法案の起草にとりかかった






の組織に関するものであり, 内務省警保局は ｢消防組織法案｣ を作成して
ＧＨＱの了解を求めた (消防基本法制研究会, 2012, 10頁)｡
さらに, 11月14日になって, 今度は公安課長プリアム大佐が ｢消防立
法に関する件｣ とする正式覚書を通知した｡ この覚書は, エンゼルの覚書
にあった ｢市町村公安委員会に消防部を設ける｣ を改め, ｢自治体消防は



































法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 151(1229)
表１ 消防組織法案及び消防法案の審議日程
区分 時期















1946.10.11 ― ― ― ― 警察制度審議会の設置
1946.12.23 ― ― ― ― 警察制度審議会の答申












1947.10.21 ― ― ― ―
エンゼルによる ｢消防法に
関する件｣ の覚書の送付
1947.11.4 ― ― ― ―
消防小委員会からの中間報
告
1947.11.14 ― ― ― ―
プリアムによる ｢消防立法
に関する件｣ の覚書の送付











1947.12.5 第45回 法案の質疑 ― ― ―




































































1948.5.29 ― ― ― 第19回 法案の質疑
1948.6.1 ― ― ― 第21回 法案の質疑
1948.6.17 ― ― ― 第25回
法案の質疑 (証人
招致)
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(９) 参議院の修正事項は, 原案中の ｢消防長又は消防署長｣ をすべて ｢消
防長｣ に修正すること, 第７条に規定された建築物の建築, 増築等の許可,
認可等に係る消防の同意を不要とすること, 消防用設備等の検定に関する
規定を設けること, 火災現場へ出動する消防車の速度制限に関する規定を
削除することなどであった (参議院, 1948, 945頁)｡
(10) この理由として, ＧＨＱは消火や火災予防に必要な措置に加えて, 消
防に火災に関する捜査権まで認めさせようとしていたが, 政府はこの捜査
権を単なる原因調査権のみに限定しようとしていたので, 意見の対立が激










研究を進めようとしていた (全国都市消防長連絡協議会, 1954c, 1 頁・2



















































































































存在し, そのうち1,386は町村警察であった (警察庁, 2004年, 70頁)｡ 市
町村警察の運営には様々な問題が生じており, その実態を調査した行政管









られ, 日本の実情に合わない占領政策の見直しを行う, いわゆる ｢逆コー




(警察庁, 2004年, 70頁)｡ そのうち重要な改
論
説
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(12) 旧警察法の改正には, 同法が施行される前の法務庁設置に伴う法令の
整理に関する法律 (1947年法律第195号) に基づくものがある｡ これを除
正は, 次の３つである｡
第１は, 1950年12月10日に召集された第10回国会における旧警察法の
一部改正である｡ この改正は, 市町村警察の定員枠の撤廃, 国家地方警察
の警察官の増員, 市町村警察と国家地方警察における連携を強化するもの
であった｡ また, 警察を設置する町村は, そのまま警察を維持するか, あ
るいは国家地方警察へ移管するかということを, 当該町村の住民投票によっ












し, 新たに国家公安委員会が管理する警察庁を設置した｡ 次に, 市町村警
察と国家地方警察を廃止し, 都道府県公安委員会が管理する都道府県警察
を設置した｡
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いて1948年３月７日以降に改正された回数が８回である｡
総監は国家公安委員会が都公安委員会の同意を得たうえで, 内閣総理大臣





したのはわずかに11町だけであった (伊藤, 2015, 468頁)｡ 新警察法が
施行される直前には, 市町村警察の数は402 (うち町村警察は127) まで
減少しており, 国家地方警察が町村の警察業務を補完する仕組みは拡大の













1951年５月, 政府は首相の私的諮問機関である ｢政令諮問会議｣ を設
置した｡ 同諮問会議は行政機構の改革に関する審議を行い, 同年８月に




























消防長連絡協議会, 1953年 b, 5 頁)｡
このような動きは, 行政機構改革や人員整理に係る大綱の素案に反映さ
れるようになり, 『全国都市消防長連絡協議会会報49号』 には, ｢国家消
防本部を警察庁の付属機関とするという行革本部案｣ が発表されたと記述
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的感覚にのみ捉われ過ぎている者があり, (中略), 只理屈抜きに矢たらに
警察への復帰を唱えている者｣ が存在したことも指摘されていた (全国都
市消防長連絡協議会, 1954a年, 6 頁)｡
国家消防本部を警察の付属機関とすることに反対の意向を示したのは,
全国都市消防長連絡協議会であった｡ 同協議会は, ｢全国消防長の意思統
一と融和協調を図り, 情報交換を行うとともに, 消防の制度, 技術等の総
合的研究を推進し, 我が国消防の健全な発展に寄与すること｣ (全国消防









いよう懇願したのである (全国都市消防長連絡協議会, 1954年 a, 7 頁)｡
また, 全国都市消防長連絡協議会は衆参両院の地方行政委員会に対して
も同様の陳情を繰り返しており, 衆議院地方行政委員会の中井一夫委員長


























































に, 常備消防体制であるか, 非常備消防体制であるかを問わず, 市町村の
内部において消防に関する十分な財源を確保することは警察よりも一層困












は1951年３月の改正で, 市町村は消防本部, 消防署, 消防団等の全部又
は一部を設置しなければならない規定を設け, 消防機関の設置を義務化し























は, 国, 地方を通じた緊密な連絡体制が必要であり, 国と都道府県は市町
村の消防に対し補完的責任を有することを制度上明確にする必要があると
いう方針に基づくものであった｡
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(16) 1948年３月に消防組織法が施行された当初は ｢国家消防庁長官の｣ と
なっていたものが, 1951年３月の一部改正で ｢国家消防庁長官又は都道府




















ことを条件に, 改正に協力するという方針を示した｡ つまり, 改正後の運
用段階において同協議会の要望事項を具体的に反映させ, 業務執行面にお
ける調整と必要な措置に遺漏がないよう強く要望するものであった (全国
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があると強く批判したのである｡
これを受けて, 同年３月19日に開会された同委員会において改正法案
に対する修正法案が提出され, 全会一致で可決された｡ その内容は, ｢消
防組織法の一部を改正する法律案の一部を次のように修正する｡ 第19条,
第20条及び第22条の２の改正に関する部分を削る｡｣ (衆議院, 1959年 d,
1 頁) というものであった｡ (その後, 同年３月31日の参議院本会議にお
いて可決成立｡)
これにより, 市町村消防に対する国や都道府県の関与は限定的なものに

































166(1244) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
はじまったのである｡
内政省の任務は, 従来の自治庁, 建設省, 首都圏整備委員会等の任務の
ほか, 経済企画庁が所管する国土総合開発に関する事務の一部や国土調査
に関する事務を加えたのもであった｡ また, 内政省の組織については, 内
部部局に行政局, 財政局, 税務局, 開発局, 河川局, 道路局等を設置する
とともに, 従来の自治庁と建設省の関係する付属機関をそのまま内政省の
付属機関とし, 新たに地方自治会議, 南方連絡事務局, 河川審議会等を設
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法案の採決を行った｡ ただ, このときに討論は行われず, 改正法案は可決
されている (参議院, 1960a, 1 頁)｡ その後, 同年６月20日の参議院本会
議において採決が行われたが, このときも討論は行われず, 改正法案は全
会一致で可決成立したのである (参議院, 1960b, 504頁)｡
論
説




｢警察行政色｣ から ｢地方行政色｣ への変化が強まる状況にあった (永田,
















































衆議院を通過した消防法案 (以下 ｢第１回国会法案｣) の内容を見直す時
間が設けられた｡ この時間が設けられたことによって, 第１回国会法案の





は, 第１章が総則, 第２章が火災予防, 第３章が火災鎮圧, 第４章が捜査












の概要は, 第１章が総則, 第２章が火災の予防, 第３章が危険物, 第４章
が消火の設備, 第５章が火災の警戒, 第６章が消火の活動, 第７章が火災
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(17) 第２回国会法案における主な修正事項は, 次の５つである｡ 第１は,
市町村条例で定める数量以上の危険物は, 市町村長の許可を得た貯蔵所に
おいて貯蔵し, 又は取り扱う規定を設けたこと, 第２は, 消火器, 避難器
具等の消防用設備の設置基準や消防水利施設に関する基準を設けたこと,
第３は, 中央気象台や管区気象台の情報に基づき市町村長が ｢火災に関す





庁に通告しなければならない｣ という規定があった｡ さらに, 捜査員には
｢窒息死, 圧死, 焼死その他生理的な死因を調査するため, 焼死体を検視
し, 又は解剖に付すことができる｣ という権限が与えられていた (参議院,






と ｢捜査員に対する技術支援｣ が規定されていたのである｡ それにもかか
わらず, なぜ, このようなことが起こったのだろうか｡














防長等 (保険会社代理人を含む) による損害調査の実施｣, ｢放火又は失火
論
説
法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 173(1251)
の犯罪が疑われるときの消防長又は消防署長の調査責任｣ が新たに規定さ










































第22条 (第１項) 消防職員による放火又は失火犯罪の捜査義務 削除
〃 (第２項) 放火又は失火犯罪認定時の検察庁への通報 削除
第23条 (第１項) 焼死体等の検視及び解剖の依頼 削除









第32条 火災の原因及び損害の調査への着手 存置 第１回国会法案：第24条
第33条 消防長等及び保険会社代理人による損害調査の実施 新設
第34条 火災調査に係る資料提出命令及び立入検査 存置 第１回国会法案：第25条
第35条 放火又は失火が疑われるときの消防長等の調査責任 新設
出所 法案の条文を参照して筆者が作成したものである
174(1252) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)












きは, その捜査の主たる責任は消防長又は消防署長とする｡ 但し, 警察官
が犯人を探知し, 之を逮捕することは妨げない｡ (以下略)｣ という項を加
えていると説明している (衆議院, 1948c, 5 頁)｡ したがって, この時点
で条文に ｢捜査｣ という文字が新たに加えられていたのである｡
ところが, その次に審議が行われた同年４月15日の衆議院・地方制度
委員会では, 前述のように門司が, ｢捜査の主たる責任｣ と説明した部分







捜査権に関する意見がある｡ 勝尾は, 第35条に ｢放火の疑いのあるとき
論
説
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は, その調査の主たる責任者は消防長または消防署長とする｡ 但し, 警察
官または警察吏員は犯罪を捜査し犯人を逮捕する責任を免れしめるもので
はない｡ かように英文がなっておりますが｣ と指摘し, この規定には消防
職員に警察官と同様の捜査権を与えるべきであるという意味が込められて









る必要があると説示しているのである (衆議院, 1948d, 8 頁)｡
これは, 勝尾が日本語と英語の両方の資料を比較したうえで, 日本語の
条文が ｢調査｣ になっているにもかかわらず, 英文が ｢捜査｣ という意味
を含んでいると解釈していたからである｡ 一般的に捜査を英訳するときは,
調査, 捜査, 研究等を意味する ｢investigation｣ を用いることが多い｡ ４




委員会側では ｢調査｣ 又は ｢捜査｣ という２つの意味に使い分けられてい
たのである｡ したがって, ４月15日の同委員会に提出する資料を作成し























をなし, 警察は, 消防法施行以前同様に, 全捜査を行うことになってしまっ
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改正に関連する自由党政調会案には, 国家消防本部を ｢消防局｣ として警











たことから, 審議日程の影響を受けて廃案になった｡ 次に, 消防法案は第
２回国会に再び提出されることになり, 法案の内容を見直す時間が設けら
れたことによって, 消防の捜査権が排除されるかたちで当初の制度設計は
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いたのだろうか｡ この制度は, すべての市町村に消防団が設置され, 必要
に応じて消防本部や消防署を設置する仕組みになっていた (ただし, 同法
制定時に消防団のことはほとんど規定されていない)｡ 表３は, 消防制度


















































第19条の改正の趣旨は, 同条が ｢国側からみた中央地方関係｣ や ｢消
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財政が苦しいときに, (中略), 金を出すのをきらう方の側 (筆者注：大蔵
省のこと) からいいますと, この19条が非常にいい口実になるわけでご
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(中略), 今日文部大臣は指導権の名のもとに, (中略) 行政的な干渉をやっ












育について簡単にみてみよう｡ 教育は, 1947年３月に教育基本法 (1947
年法律第25号) と学校教育法 (1947年法律第26号) が定められ, いわゆ
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表４は, 警察, 教育, 消防の３つの分野に関する法律の制定過程等を一
覧にしたものである｡ この表が示すように, ３人の委員には占領改革によっ






























公布年月日 法 律 名 法律番号 備 考
1947 3 31 教育基本法 1947年法律第 25号
3 31 学校教育法 1947年法律第 26号
12 17 (旧) 警察法 1947年法律第196号
12 23 消防組織法 1947年法律第226号
1948 7 15 教育委員会法 1948年法律第170号
7 24 消防法 1948年法律第186号
1954 6 8 (新) 警察法 1954年法律第162号 旧警察法廃止
1956 6 30 地方教育行政の組織及び運営に関
する法律
1956年法律第162号 教育委員会法廃止
1959 4 1 消防組織法の一部を改正する法律 1959年法律第 98号
出所 衆参両院の官報等に基づき筆者が作成した


























た｡ その結果, 市町村消防の原則という制度の理念は堅持され, 市町村の
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責任において市町村がすべての実務を行う市町村完結型の地方制度として
発展する基盤を確立したのであった｡
















































た｡ この分権も, 消防は別として, 警察はもとより, 教育―とくに義務教
育教職員の面―も, 府県に対する分権という性格のものに終わった｣ と指
摘している (高木, 1986, 96頁・97頁)｡ 本稿が明らかにした消防制度の
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論説
Origins of the Postwar Fire Administration in Japan
Mitsugu OKUDA
This article argues that the postwar fire administration in Japan has a dis-
tinctive characteristic in the overall Japanese public administration. Unlike
other administrative activities, in which municipal, prefectural, and central
governments are integrated in implementing various policies, fire admini-
stration is almost exclusively carried out by municipal fire department ; pre-
fecture and national governments have neither personnel nor expertise.
The author traces the origin of the administration by examining the post-
war reforms by the SCAP. The Home Ministry was in charge of police and
fire in the prewar period, but it was abolished and two fields were decentral-
ized after the war. Although police was recentralized in 1954, the fire ad-
ministration has remained under the jurisdiction of municipal governments.
Stressing the critical role of timing and sequence, which Paul Pierson elabo-
rates in Politics in Time, the author demonstrates how the two administra-
tions took the different paths in this critical juncture.
法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 193(1271)
